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2. 組織の概要 
事業者名及び代表者氏名 

有限会社メイホウ 代表取締役 寺野峰雄 

所在地 
本社 
〒454-0934 名古屋市中川区西中島２丁目９２１番地 
℡０５２（３８１）３２２１ 

環境管理責任者 
代表取締役 寺野峰雄 

創立 
昭和４６年１１月４日 

会社履歴 
昭和４６年１１月 有限会社名豊産業を設立し、金属くず再生業を開

始 
平成 ２年 ５月 商号を有限会社メイホウに改称 
平成１９年 ３月 愛知県で産業廃棄物収集運搬業の許可を取得 
令和 ３年 ８月 飛島工場新設 

〒490-1444 
愛知県海部郡飛島村木場２丁目５４番地 

事業規模（令和５年７月期） 
売上高 ９９４百万円 
資本金 ３，０００，０００円 
総従業員数 １４名（役員１名、正社員９名、特定技能外国人

３名、事務員１名） 
敷地面積 本社工場 1075 ㎡、飛島工場 1800 ㎡ 

事業活動の概要 
金属くず回収、再生加工、販売 

環境への負荷の推移  単位 R4 年度 R3 年度 R2 年度 
温室効果ガス排出量 二酸化炭素 kg-CO2 250275.42 226124.04 182782,78 
廃棄物排出量 一般廃棄物排出量 t 0.1 0.1 0.1 
水使用量 上水 m3 189 151 149 
可鍛出荷量  ｔ 15783 14650 11541 
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所有設備 
本社工場 
金属切断機３台（出力 30kW/3.7kW １台、出力 45kW/3.7kW/ ２台） 
クレーン（出力 5t 50A 2.8t 35A）２台 
飛島工場 
クレーン（出力 5t 50A 1 台 2.8t 36A 3 台） 
金属切断機５台 
（出力 45kW/3.7kW/1.5kW 1 台、出力 45kW/3.7kW/ 1 台 
18.5kW２台、15kW １台） 
クレーン（出力 75kW２台、出力 ２台） 
トラック６台 
トレーラー 最大積載量：２１７００kg 
ダンプ  最大積載量：８９００kg 
ダンプ  最大積載量：９６００kg 
トラクタ 第５輪荷重：１１５００kg 
キャブオーバー 最大積載量：１３６００kg 
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産業廃棄物収集運搬業に関する項目 

許可内容 
愛知県知事許可第０２３００２３２４８４号（保管積み替えを除く） 

許可を受けた廃棄物の種類 
廃プラスチック類（自動車破砕物および石綿含有産業廃棄物を除く） 
金属くず（自動車破砕物を除く） 

許可年月日 
令和 5 年 1 月 24 日 

有効年月日 
令和 10 年 1 月 23 日 

施設の状況 
トラック 6 台（うち１台はトラクタ。金属くず再生業と兼用） 

処理実績 
なし（受託物のすべてが有価で処理できたため。） 

廃棄物再生事業に関する項目 

登録内容 
愛知県廃棄物再生事業者 第２３９３０１９号 

登録品目 
金属くず 

処理施設の種類 
中間処理 

処理方法 
選別・加工 

処理実績 
可鍛コロ・可鍛厚板出荷量 １５７８３ｔ（令和５年７月期） 
ＨＳ等出荷量 １２７１ｔ（令和５年７月期） 
※ＨＳは heavy scrap の略。  
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3. 処理工程図 

可鍛加工 

《インプット》 《業務の流れ・工程》 《アウトプット》 
 材料（鉄くず）  
 ↓  

軽油、ガソリン→ 運搬 →排気ガス（CO２） 
 ↓  
 選別 →(不適品)HS ダライ粉工程へ 
 ↓  
 加工（工場内）  

液体酸素、プロパン

→ 
 ガス切断 →CO2 

  →(ノロ）HS ダライ粉工程へ 
電気→  シャー切断 →騒音 

   
電気→ （照明、クレーンその他の設備）  
材木→ （盤木、梱包材） →木くず 

 ↓  
軽油、ガソリン→ 運搬 →排気ガス（CO2） 

 ↓  
 可鍛材（販売）  
   

HS、ダライ粉、ギロ材、新断、母材売り 

 材料（鉄くず）  
 ↓  

軽油、ガソリン→ 運搬 →排気ガス（CO２） 
 ↓  
 納品（販売）  
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4. 取組の対象範囲（認証・登録範囲） 
対象範囲 

本社・工場 
※飛島工場は段階的認証。設備等の導入の遅れから令和４年度実績と令和５年度

実績を比較の上、全組織・全活動とします。 

レポートの活動期間 
令和４年８月１日から令和５年７月３１日 

次年度の活動期間 
令和５年８月１日から令和６年７月３１日 
レポート発行は令和６年１０月の予定です。 
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5. 環境経営実施体制図 

 

代表者 
 環境方針の作成 
 環境活動計画の承認、レビュー 

環境管理責任者 
 環境関連法規等の取りまとめ 
 社外からの環境に関する苦情、要望の受付、対応 
 環境関連文書、記録類の保管 
 環境教育、訓練の実施 
 環境活動の取組状況の確認および問題の是正 
 緊急事態発生時における情報の窓口 

工場責任者 
 液体酸素の漏れをチェックする。 
 機械の運転ルールが守られているかチェックする。 
 切断方法の選別、機械切りへの移行 

金属くず再生業 運搬責任者 
 運転記録の作成。 

産業廃棄物収集運搬業責任者 
 産業廃棄物収集運搬契約の締結。 

運転手 
 エコドライブの実践。 
 車両の日常点検 

工場作業者 
 機械の日常点検、節電ルールの順守 

代表取締役

環境管理責任者

寺野峰雄

金属くず再生業

飛島工場責任者 坂本永希

本社工場責任者 岡田茂

運搬責任者 寺野貴文

産業廃棄物収集運搬業

責任者 寺野将之（兼務）

環境管理事務局

寺野将之

服部美秀
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6. 環境方針 
有限会社メイホウは事業活動を通じて、持続可能な資源循環型社会構築の一翼を担い、資源の有効

活用および産業廃棄物の適正処理に寄与し、環境への負荷の削減と環境への取り組みの推進をはか

り、もって地球環境の改善に貢献します。 

1. リサイクル事業を通じて受け入れた受託物のすべてを再び資源として流通させ

ることで資源の有効活用を推進します。 
2. 以下の活動を継続的に行うことを通じて、事業活動による地球温暖化防止に努め

ます。 
(１) 動力原単位を低減します。 
(２) 酸素使用効率を上げ、二酸化炭素の発生を低減します。 
(３) 運搬車両の燃費を向上させることで、大気汚染を防止します。 

3. 分別管理を徹底することで廃棄物の発生量を減量し、最終処分施設の延命に寄与

します。 
4. 定期的に漏水をチェックし、水資源をムダにしないように努めます。 
5. 環境に関する法規制を遵守し、環境保全に努めます。 

この環境方針は当社で働くすべての従業員に周知し、一般に公開します。 

平成１９年８月 1 日制定 
平成２２年３月 1 日改訂 
平成２６年２月１日改訂 
令和３年７月３１日改訂 

有限会社メイホウ 

代表取締役 寺野峰雄 
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7. 環境経営目標 

環境目標 単位 
中期目標 当期目標 基準年度 

R6 年度 R4 年度 及び基準値 
回収物の再資源化 ― 全量販売 全量 H25 より 

二酸化炭素総排出量の削減 kg-CO2/t 13.0 14.0  15.1(H27 実績) 

  運搬車両燃費効率向上 km/L 2.6 2.6 2.87(H29 実績) 

  電力原単位削減 kWh/t  12.50  13.0 
13.4 

(R4.5～7実績) 

  プロパン使用効率の向上 Kg/t 0.300 0.333 0.376(H27 実績) 

  酸素使用効率の向上 ｔ/本 60 50 36.1(H29 実績) 

一般廃棄物排出量の削減 
L 

（Kg） 

495 

（173） 

495 

（173） 

45L×13 袋 
(H26 実績) 

グリーン購入の推進 ― 
優先購入品 

１点登録 H26 より 
点数の増進 

水使用量の削減 ㎥ 適正管理 適正管理 H26 より 

金属くずの回収箱設置 ― 
設置回収 設置回収 

H26 より 
の継続 の継続 

※酸素ボンベ１本は 132Ｌ、一般廃棄物は１L0.35ｋｇ 
※二酸化炭素排出、電力、プロパン、酸素の原単位は可鍛出荷量 
※中期計画は飛島工場での処理量を加味して次年度以降に策定。 

8. 環境取組結果とその評価、次年度の取組内容 

１）令和 4 年度の環境経営計画 
上記環境目標を達成するために、下記の活動計画を策定し実施した。 

環境目標 活動計画 

回収物の再資源化 回収物の全量販売 

 

【運搬車両燃費効率向上】 

・アイドリングストップ 

・エコドライブの実施 

二酸化炭素総排出量の削減 

【電力原単位削減】 

・省電力設備・製品の選定。 

・省電力行動の推進。 

 

【プロパン及び酸素使用効率の向上】 

・技能の習得・教育 

・バーナー、火口、ホースのメンテナンス 

一般廃棄物排出量の削減 
廃棄物になりにくい品目の選定 

リサイクル・分別の推進 

産業廃棄物の適正処理 発生時は法に基づき処理 

グリーン購入の推進 エコマーク品・環境配慮用品の優先購入利用。 

水使用量の削減 
使用量の把握・節水の啓蒙 

漏水事故のチェック 

金属くずの回収箱設置 本社正面に回収箱設置の継続 
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２）令和 4 年度の環境経営目標・実績および評価 

環境目標 単位 目標 
実績 

令和 4 年度 
評価 

基準年度 
及び基準値 

回収物の再資源化 ― 全量 全量達成 ○ H25 より 

二酸化炭素総排出量の削減 kg-CO2/t 14.0 
15.8 

(250275.42kg-CO2/15783t) 
× 

15.1 

(H27 実績) 

 運搬車両燃費効率向上 km/L 2.60 
3.18 

(160177km/50305L) 
○ 

2.87 

(H29 実績) 

 電力原単位の削減 kWh/t 13.00 
14.8 

(232914kWh/15783t) 
× 

13.4 

(R4.5～7実績) 

 プロパン使用効率の向上 Kg/t 0.333 
0.277 

(4370kg/15783t) 
○ 

0.376 

(H27 実績) 

 酸素使用効率の向上 ｔ/本 50.0 
58.9 

(15783t/268 本) 
○ 

36.1 

(H29 実績) 

廃棄物排出量の削減 
（一般廃棄物） 

L 

（kg） 

5000 

（1750） 

4320 

（1512） 
― 

R4 より 
飛島工場追加 

グリーン購入の推進 
（購入リストへの登録） 

― 1 点 1 点 ○ H26 より 

水使用量の削減 ― 適正管理 適正管理 ○ H26 より 
金属くずの回収箱設置 
(地域協力) 

― 
設置回収 

継続 

設置回収 

実施 
○ H26 より 

評価基準 ○：目標達成 △：目標９０％以上 ×：目標９０％未満 
※計算式＝実績／目標(削減目標は逆数) 
※二酸化炭素排出量、電力、プロパン、酸素の原単位は令和 4 年度可鍛出荷量（１５７８３ｔ） 

  令和 4 年度 令和 3 年度 令和 2 年度 令和元年度 
二酸化炭素排出量 kg-CO2 250275.42 226124.04 182782.78 122692.26 
可鍛出荷量 ｔ 15783 14650 11541 6771 

※ＰＲＴＲ法対象物質である化学物質の使用はありません。 
※事業年度は８月１日より翌年７月３１日まで。 
※二酸化炭素排出量把握に用いた購入電力にかかる排出係数 0.447kg－CO2（A0015（株）

サイサン 令和４年度実績）で計算してあります。 
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評価に関するコメント 

総括 
飛島工場が本稼働しての環境経営元年であった。 
２０２２年１０月に SDGs 宣言し事業を通じて社会へ貢献するべく、全社を挙げて取り

組んでいく。 

回収物の再資源化（受託物の販売） 
今年度も入荷のほぼすべてを出荷することができた。鉄リサイクルはすでに確立されて

はいるが、引き続きすべての受け入れ品のリサイクルを目指す。 

二酸化炭素総排出量の削減 
総排出量は前年度と比べて微増し、原単位では目標に及ばなかった。 

運搬車両燃費効率向上 
車両数は増えているが、メーカーが想定している燃費よりも、はるかに良い成績で推移

している。運搬車両の燃料は当社で排出する二酸化炭素のうちの６割を占めるものであり、

環境負荷も高いことから引き続き重点を置いて監視していく。引き続きエコドライブに努

める。 

電力原単位低減 
飛島工場が本格的に稼働し始めたため、前年度の総電力量の実績に基づいて目標と活動

計画を策定した。夏場を除いて、上期はおおむね想定通りに推移した。４月以降は主要取

引先への出荷が大きく落ちこみ、原単位は遠く及ばない結果となった。次年度以降にどの

ような影響があるか注意してみていく。 

プロパン及び酸素使用効率の向上 
切断工程の多くが機械切断となり想定以上にガス切断の工程が少なくなった。機械切断

と比べて環境負荷が高く、労災事故の恐れも大きいため、できるだけ機械切断の割合を高

めるように選別できないか工夫したい。 

廃棄物の発生量抑制 
今年度は大きな排出はなかった。今年度からは飛島工場分が加算されるため、従業員の

協力が欠かせない。 

グリーン購入の推進 

業務において使う消耗品はわずかであるが、購入のつど環境配慮商品を導入できないか

検討するようにしている。今年度からは車両のバッテリーを自家充電とし、市販のバッテ

リー液を補充するようにし、バッテリーを長期使用できるようにした。 

水使用量の適正管理 
当社では生産活動そのものでは水資源の投入はない。引き続き適正管理に努める。 

金属くずの回収箱設置 
今年度回収できたのは引っ越しごみのようなものが見られた。家電やパソコンなどリサ

イクル法にかかるものは受け入れ出来ない旨を看板で掲示しており、不法投棄は発生して

いない。 
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３）令和５年度環境経営計画 

環境目標 活動内容 頻度 

回収物の全量再資源化 回収品の全量販売 常時 

二酸化炭素総排出量の削減  ― 

 

活 

動 

目 

標 

【運搬車両燃費効率向上】 

・アイドリングストップ 

・エコドライブの実施 

・運搬経路、時刻の最適化 

常時 

 

【電力原単位削減】 

・省電力設備・製品の選定。 

・省電力行動の推進。 

随時 

 

【プロパン及び酸素使用効率の向上】 

・切断方法の選別（機械切りへの移行） 

・待機時間の縮小または待機中のバーナーオフ 

・バーナー、火口、ホースのメンテナンス 

随時 

作業前 

廃棄物排出量の削減 
廃棄物になりにくい品目の選定 

リサイクル・分別の推進 
都度 

グリーン購入の推進 エコマーク品・環境配慮用品の優先購入利用。 随時 

水使用量の削減 
使用量の把握・節水の啓蒙 

漏水事故のチェック 
都度 

金属くずの回収箱設置 本社正面に回収箱設置の継続 常設 

 

9. 環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無 
下記の環境法規制の遵守をチェックした結果、違反はなく、また訴訟・関係行政からの違

反等の指摘、社外からの苦情も過去 3 年間ありませんでした。 

当社において適用される環境法規制 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 産業廃棄物等の適正な処理及び資源化の促進に関する条例 
家電リサイクル法 名古屋市火災予防条例 
小型家電リサイクル法 名古屋市環境基本条例 
自動車リサイクル法 県民の生活環境の保全等に関する条例 
消防法  
騒音規制法  
振動規制法  
高圧ガス保安法  

10. 代表者による全体評価と見直しの結果 
飛島工場が稼働して、作業の多くを機械切断とすることで、作業方法は変わらないものの

エネルギーの投入割合が電気に大きく依存することとなった。環境負荷の高い運搬行程につ

いては、運行経路、時刻などは当社では変更できないところが多いものの、運転者の皆さん

の協力によってメーカー想定よりも良い成績で進んでいることを評価したい。 

・環境経営方針、環境経営目標及び実施体制は変更なし 
＜指示事項＞ 
環境経営にかかわらず、当事者意識をもって日々の生産活動に従事するように指示。 


